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・２０１７年３月期 通期実績

・２０１８年３月期 通期予想

を中心に、ご説明いたします。
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２０１７年３月期実績の概要としては、円高が減収要因となりましたが、

プリンターを含めたゲーミングが好調に推移し、９月から旧シルバー

電研からの譲受事業が加わったこともあり、前期比で増収となりました。

利益面では、増収効果に加えて、為替差損の減少、特別利益の計上等

もあり、前期比で増益となりました。
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２０１７年３月期の業績は、

売上高は、円高や北米金融市場向けの販売先の需要一巡等の影響

が減収要因となりましたが、北米地域におけるＯＥＭ顧客向けの紙幣

識別機ユニットや欧州地域における紙幣還流ユニットの販売が引き続き

堅調であったことなどにより、前期比１.６％増、４億６８百万円増収の

３０２億３０百万円となりました。

利益面では増収要因に加えて、コストダウンに努めたこともあり、

営業利益は前期比１７.０％増、２億５４百万円増益の１７億５２百万円と

なりました。

営業外損益で、外貨建資産・負債の評価損などによる為替差損を３億

２６百万円計上しましたが、過年度に計上しておりました引当金の戻入

益６７百万円の計上などにより、経常利益は３億９１百万円増益の

１５億３３百万円、また特別利益として’負ののれん発生益’３億１４百万円

を計上したこともあり、当期純利益は６億５４百万円増益の１０億１２百万

円となりました。
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売上高の前期比での主な増減要因を示しております。
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営業利益の前期比での主な増減要因を示しております。



「プリンター事業」の損益状況について、前期比で表示しております。

「プリンター事業」においては、人員の適正化や当社の事務所への統合

、外部への委託の取りやめなどを進めたことにより、約４億円の販管費を

削減したこと（為替要因除く）で大幅に収益性の向上が図られ、引き続き

営業増益に大きく貢献しております。
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セグメント別の業績を表示しております。
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２０１８年３月期の業績予想を上半期と下半期に区分して表示しておりま

す。

開発投資支出の配分が多いこともあり、上半期の純利益は前年同期間

比で２８％の減益となりますが、下半期で挽回をし、通期では前期比

３.８％増益での着地を目指します。
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２０１８年３月期の業績予想のポイントを表示しております。
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２０１８年３月期のセグメント別の業績予想を表示しております。
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進行年度でのセグメント別、また地域別での事業環境や見通しについて

は、資料のように予想しております。

「グルーバルゲーミング」では、北米地域での新規カジノのオープン案件

が低調に推移すると想定しており、欧州地域においても前期の特需から

の反動減と下半期にドイツでの法規制の影響が懸念されております。

「海外コマーシャル」では、北米、欧州地域ともに需要一巡で低調な

推移になるものと想定しております。

「国内コマーシャル」では、釣銭機や公営競技券売機の更新需要に

期待をしております。

最後に、「遊技場向機器」に関しては、引き続き市場環境は厳しいものと

想定するものの、譲受事業とのシナジー効果の実現や他社との協業に

取り組んでまいります。

以上のような、取り巻く市場環境や想定に基づき、前期比で、

グローバルゲーミング、海外コマーシャルで減少、遊技場向機器で増加、

国内コマーシャルでは前期並みと想定しております。

為替につきましては、米ドルを１１２円、ユーロを１２０円と設定いたし

ました。
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２０１７年３月期の配当につきましては、期初の想定通り、年間１７円と

いたしました。

これにより、配当性向は４５.１％、純資産配当率は１.６％となりました。

当社は成長戦略の実現による利益の拡大を通じた配当額の増加に

向けて、引き続き取り組んでまいりますが、進行年度につきましても、

中間期 ８円５０銭、年間での配当額は１７円を予想しております。
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３月１０日にプレスいたしました「第三者割当による第２回新株予約権の

発行」についてご説明いたします。

本新株予約権の行使にあたって交付する株式は、保有している自己株

式を活用し、その株式数は発行決議日現在の発行済株式数の９.７８％

に相当する２９０万株で、行使可能な期間は、平成２９年４月３日から

平成３２年４月３日の３年間であります。

現在当社グループはこれまで培ってきた貨幣処理技術を更に発展、応用

し、新しい市場や分野を拡大することに注力しておりますが、そのような

分野、地域のニーズや法規制に合致した製品開発、販路拡大に向けて、

引き続き、人材投資や研究開発投資を進めていく予定であります。

その際に、当社に不足している技術習得や販路確保に当たっては、

２０１４年度に実施しましたフューチャーロジック社の買収案件のように

Ｍ＆Ａや資本業務提携などの手法も有効と考えておりますので、

シナジー効果が高いと思われる案件に対しては、積極的に投資をしていく

方針であります。 以上が、今回のファイナンスの目的であります。
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具体的な資金使途とそれぞれの金額は、

・「新規市場への人材・研究開発投資」 として、１８億円

・「新規Ｍ＆Ａ・資本業務提携投資に対する備え」 として、１０億円

・「日本カジノにおける需要拡大に備えた生産設備等の拡張」に

５億円

とそれぞれの項目に必要な資金を調達することを目的とするとともに、

財務体質の強化を行うことにより、今後の事業拡大投資を機動的に行う

ための体制を整えるべく、一部を「借入金の返済」に充当する予定で

あります。
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「ＩＲ実施法案」の策定が進められているなかで、統合型リゾート、いわゆる

ＩＲに関する理解を深めるとともに、日本におけるＩＲのあり方などについて

議論を行うフォーラム『ジャパン・ゲーミング・コングレス ２０１７』が５月１０、

１１日に都内で開催され、日本の政府や自治体の関係者、世界のカジノ

関連企業のトップ、また国内外の有識者や参入を狙っている関連企業の

方々が集い、意見交換が行われました。

当社グループは、長年にわたって海外のゲーム機メーカーやカジノオペ

レーターと強固なパートナーシップを構築してまいりました。 現在、日本

カジノ実現に向けた法整備や運営ルールの取りまとめが行われている段階

であり、具体的な取り組み内容は今後検討していくことになりますが、日本

におけるカジノを含む統合型リゾート施設などでの市場獲得の機会をとらえ

、新たなサービスの提供や顧客との信頼関係の強化を図り、シェア拡大に

努めてまいりたいと考えております。
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２０１７年３月末の資産合計は、前期末と比較して、６億７３百万円減少し、

３９７億５５百万円となりました。

主な増減の内容としては、

「現預金」 １６億４７百万円減少

「たな卸資産」 １６億５百万円増加、

などにより、 流動資産で３百万円の増加となりました。

また、保有株式の時価が上昇したことにより「投資有価証券」が３億５４百万

円増加した一方で、「固定資産」の償却が進んだことなどにより、「有形」で

９９百万円、「無形」で９億１８百万円減少し、「固定資産」では６億７６百万円

の減少となりました。
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負債は、前期末と比較して、３億５８百万円減少して、１０８億１８百万円と

なりました。

主な増減の内容としては、

「短期借入金」 ９億１６百万円減少、

「その他」 ８億４１百万円増加いたしました。

純資産は、

「利益剰余金」が、５億５５百万円増加した一方で、自己株式取得により、

「自己株式」が３億円、また期末レートが円高で推移したことにより、

「為替換算調整勘定」が７億３１百万円減少し、合計では３億１４百万円

減少の２８９億３７百万円となりました。

尚、自己資本比率は７２.７％と前期末と比べて０.４％増加いたしました。
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キャッシュ・フローの主な増減内容は、下記のとおりです。

◇営業活動ＣＦ ＋６億１１百万円

・主な増減要因は、税金等調整前純利益１８億５４百万円、

減価償却費（のれん含む） １１億１２百万円、

運転資本(売上債権・仕入債務・在庫)の増減
△１６億１９百万円

負ののれん発生益 △３億１４百万円

◇投資活動ＣＦ △２億９３百万円

・主な増減要因は、有形固定資産の取得 ４億３１百万円、

事業譲受による収入 ＋３億６百万円、

◇財務活動ＣＦ △ １６億８８百万円

短期借入金の返済 ８億５５百万円

配当金支払 ４億５８百万円

自己株式取得 ３億円

◇現金同等物の換算差額 △２億７８百万円



設備投資、減価償却費、研究開発費の推移を表示しております。
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当社グループでは、グループ内の海外取引に係る商流変更の実施に

より、為替影響を低減させる取り組みを実施しております。

２０１８年３月期の計画では、 米ドル １１２円、ユーロ １２０円 として

おります。
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直近３年間の業績を、上半期と下半期に分けて表示しております。
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直近３年間の四半期ごとのセグメント別の売上高の推移を表示して

おります。
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遊技場向機器事業を取り巻く事業環境に関する項目を取り上げておりま

す。

昨年は「検定機と性能が異なる可能性のある遊技機」の回収・撤去問題に

対して、業界が一体となって取り組んだ結果、期限とされていた年末まで

に対象機種のほぼ全数となる約７３万台が撤去されました。

しかし、昨年末にＩＲ推進法案が成立したことで、「ギャンブル依存症」が

非常にクローズアップされることとなり、また射幸性の規制強化や風営法

改正による遊技機規則改正にまで議論が及び、一方では、ホール内での

受動喫煙への対策も必要になると考えられており、業界として昨年以上に

さまざまな喫緊の課題への対応が求められようとしております。

しかも、パチンコホールの売上高は、平成２９年２月度まで３５ケ月連続で

前年同月比マイナスという厳しい状況が続いているなかでもあり、業界と

しては非常に難しい選択を迫られることになると思われます。
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マカオ市場における２０１６年度のカジノ売上高累計実績は、２,２３２億
パタカと前年比で△３.３％と３年連続での減少となりました。

単月では、一昨年の６月から２６ヶ月連続で前年同月実績を下回る状態

が続いておりましたが、８月以降は新規の大型ＩＲ施設の開業効果も

あってプラスに転じており、底は脱したと考えられております。

尚、２０１７年１～４月は単月では前年同月比でプラスが継続しており、

累計でも前年同期間比で１３.８％増で推移しております。
その要因としては、ＶＩＰルームの売上を反映するＶＩＰバカラ売上が、

前年同四半期比１６.８％増と復調してきたことが挙げられます。



直近１０年間のネバダ州のカジノ売上高の推移を示しておりますが、

２００８年９月の金融危機後のボトムからは回復傾向にはありますが、

２０１６年度も前年比１.３％のプラスと、ここ数年はほぼ横ばい傾向が
続いております。

韓国では、セガサミーＨＤが現地のパラダイスと設立した合弁会社

パラダイスセガサミー（セガサミー持株比率４５％）が、４月２０日に韓国

初となる統合型リゾートを開業いたしました。

32



33

国内ＩＲ導入に向けた動向をまとめております。
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過去１０年の業績推移と平成２７年５月に発表しました中長期構想の目標

数値を記載しております。

尚、進行年度（２０１８年３月期）が現在進行中の中計の最終年度で

ありますが、続く２０１９年３月期からの定量目標につきましては、各市場

の動向、法規制等の動向等、様々な精査を進めており、策定できました

段階で適時開示いたします。
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セグメント別の主な製品を記載しております。



36

主な製品や用途別のシェア（弊社推定）を記載しております。



37

２０１７年の主なプレス案件と出展した展示会などを記載しております。


